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1．はじめに

　実際の防災まちづくりおよび教育現場において、フィールドワーク、GISによる解析やマップ作成を包括的に

実施し、地域住民、生徒、教育機関から多面的な意見の収集・分析を行う。具体的には、学校防災、観光防災、

歴史防災という３つの視点から捉える。

学校防災：ワークショップおよびまちあるきを組み合わせた防災教育の方法論について検討する。アンケート調

査も実施し、継続的な防災教育が地域にどのように受け取られているか、調査する。

観光防災：南伊勢町における観光漁業の津波防災対策について、現地調査を通じて考える。

歴史防災：地理情報や史料を用いて、防災という視点からの地域分析を行う。

2．南伊勢町における海面利用の変遷と防災対策

　三重県度会郡南伊勢町では、釣り客を対象とした遊漁船業者が多く営業しているが、南海トラフ地震による津

波によって大きな被害が生じることが懸念されている地域である。漁業関連の筏も多数設置されており、これら

からの避難も喫緊の課題である。そこで南伊勢町の阿曽浦を現地調査し、さらに国土地理院（電子国土Web）

にて公開されている空中写真から海面利用の変遷と津波対策について取りまとめた。その結果、図１に示すよう

に、真珠養殖が隆盛を極めた時代から養殖業や遊漁船業へ地域の漁業が変化することで、海面利用状況も大きく

変わっていること、真珠養殖小屋など古い桟橋が多くあり、緊急時の着岸点として活用の可能性があること、廃

筏とも呼ぶべき現在使われていない筏が多数あり、津波来襲時には漂流物として避難や復旧に支障が生じる可能

性があること、などを指摘した。こうした海面利用実態に合わせた避難計画を策定する必要がある。現地調査の

様子を図２に示す。海上から位置情報を取得しつつ写真撮影や漁業者からの聞き取りを行った。

　次に、漁業者や遊漁船業者の津波避難を考えるために、海域に設定されている漁業権について、その経緯と現

状について考える。特に、津波避難を考えたときに漁業権の設定がない集落に面した上陸ポイントが、最も迅速

（背景地図・空中写真に地理院地図を使用） 
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図１　海上に浮かぶ筏等の分布状況
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な避難につながる場所である時には、事前の調整が必要不可欠となる。そこで、南伊勢町における漁業権設定の

歴史的経緯と設定状況について、東宮史料保存館での聞き取り、津波伝承に関する調査を行った（図３）。今後、

より詳細な状況の把握と漁業権設定状況を考慮した津波対策の提案を行っていく必要がある。

3．学校防災・防災教育でのマップ活用

3.1　豊田市立藤岡南中学校

　豊田市立藤岡南中学校の２年生を対象に、校区防災マップづくり（2019年５月30日）を行った。各班に大学生

がファシリテータとして付き、体育館で大判地図を広げて危険個所や身を守る行動についての書き込みを行った

（図４）。作成した地図の例を図５に示す。班員全員による書き込みを原則としつつ、付箋紙の付け方等は各班

の工夫とした。時系列あるいは災害種ごとの区分けが不明瞭であることから、そういった点への工夫を促す方法

を考えることが今後の課題である。

3.2　岡崎市立常磐東小学校１）

　児童（６年生）の防災学習を軸に、特にタイムラインに沿った防災教育を主眼として取り組んだ。まちあるき

やWebGISの活用に合わせて、図６のような土砂災害マイ・タイムラインを試みた。主な行動についてはシール

で貼り付けられるほか、それぞれの家庭での追加コメントも加えられるようにしてある。時間軸の目安は2018年

西日本豪雨を参考とした。

　昨年に引き続き、長野市立信里小学校６年生のクラスとTV防災会議で防災学習交流（2020年２月４日）を行っ

た。学校の紹介、防災に関する発表、また自由質問の時間を設けた。最初は緊張していた児童も、徐々に緊張も

解け、お互いに活発な意見の交換がなされた。

図２　海上での現地調査

図４　マップ作成の様子

図３　宝永地震における津波慰霊碑

図５　完成したマップ
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3.3　豊田市立元城小学校

　大河川近傍に位置する小学校では、素早い意思決定を可能とする実効性のあるタイムライン作成と運用が求め

られている。豊田市立元城小学校では、2015年、2016年と高台への避難訓練が行われ、水平避難用のタイムライ

ンが作成された。また、2017年、2018年には近隣に開業した大型商業施設への避難訓練を実施している。本年度

は新たな工夫として、近接する「みずほこども園」との合同避難訓練が行われたことから、避難に要する時間に

ついての追跡調査と保護者アンケートを実施した。実施日は、2019年11月21日である。午前９時に授業を打ち切

図６　土砂災害マイ・タイムラインの作成例
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り、児童、園児は雨合羽を着用して大型商業施設へ避難を行った。６年生の児童はこども園へお迎えに行き、児

童と手を繋いで避難を行った。乳児については保育士が乳母車で移動した。アンケートは小学校の児童の保護者

265名に担任より配布・回収を行っていただいた。回収部数は189部、回収率は71.3％である。

　保護者アンケートでは、合同避難については図７に示す通り、小学校とこども園がそれぞれで避難したほうが

良いとする意見が多かった。自由記述意見をみると「合同もよいが、時間との戦いなので少しでも早く避難して

ほしいと思う。時間に余裕があるなら合同でよいと思う。」のように、合同にすることで時間がかかることを危

惧する意見が複数みられた。なお、学年でのクロス集計を行ったが、差異は見られなかった。図８に避難先につ

いての回答結果を示す。原則は高台に立地する朝日丘中学校が避難先であるが、垂直避難となる大型商業施設（イ

オンスタイル豊田）への避難を求める声が多くなっている。毎年の避難訓練によって、大型商業施設への避難と

いう考え方が徐々に定着しつつあるといえる。

　避難時間については、園児のお迎えに行った６年生のクラスは前年度よりも遅くなったが、それ以外の学年で

は大きな差異は見られずスムーズに避難することができた。避難ルートや連絡方法の検討を行ったうえで避難訓

練を実施し、その効果をみてタイムラインに反映されていくことが今後の課題である。

4．本研究のまとめと今後の課題

　本研究では、地域や学校における課題解決を図る実践研究として、学校防災、観光防災、歴史防災の３つの視

点を軸に、多角的な調査研究を行った。防災まちづくりは、それぞれの地域特性にあわせた解決方法を探る取り

組みであり、様々なツールを組み合わせて進める必要がある。本研究のような取り組みを各地に広げていくため

には、課題→アプローチ→ツールをある程度体系化することも必要であると考えられ、より一層の実践と客観的

データの蓄積が求められる。
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図７　合同避難についての回答結果 図８　避難先についての回答結果
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